
Ⅰ　専門分野の成長戦略

その他の分野
その他の分野の取り組みの概要
■　保健・医療分野
　１．医療ＤＸの推進
　　　医療ＤＸ（オンライン診療やＥＨＲ）を推進します。オンライン診療については、デジ
　　タルヘルスコーディネーターを配置するとともに、オンライン診療を促進するための機器
　　整備の費用などを支援することにより、どの市町村においても在宅医療やオンライン診療
　　を選択できる環境を整備します。また、ＥＨＲについては、国の電子カルテ情報共有サー
　　ビスが開始されることに伴う影響を注視しながら推進します。
　２．医師、看護職員の育成・確保
　　高知大学への寄附講座設置、看護教員養成講習会等を実施することで、医療人材の育成を　
　推進します。
　　また、医師や看護師を志望する学生等に対する奨学金の貸与や医療系職種の魅力を伝える
　動画の制作等により県内で就業する医療人材の確保を図ります。
　３．医療機関の職場環境等（処遇改善含む）の改善・医師の働き方改革の推進
　　医療機関向けの相談窓口の設置、アドバイザー派遣及び研修会の開催等を実施することで
　医療スタッフ全体の離職防止や医療安全の確保を図ります。

■　福祉分野
  １．介護現場の生産性の向上
　　ワンストップ型の総合相談窓口「こうち介護生産性向上総合支援センター」による介護事

業所への伴走型支援やICT・ロボットの導入支援、協働化やノーリフティングケアの推進な
どにより、事業所における業務効率化や業務改善を支援し、職員の負担軽減とサービスの質
の向上を図ります。

　２．人材育成・キャリアパスの構築
　　高知県福祉・介護事業所認証評価制度のさらなる普及に取り組み、福祉・介護事業所にお

ける人材育成体制やキャリアパスの構築を促進することにより、職員が段階的にスキルアッ
プしながら長く活躍できる職場づくりを推進します。

　３．若い世代に向けた魅力発信（ネガティブイメージの払拭）
　　将来を担う若い世代の人材確保に向けて、小中高校生への情報発信や福祉関係者と学校が

連携した福祉教育を推進します。
　４．多様な人材の参入促進
　　外国人介護人材の確保や受入体制整備に向けた支援などにより、多様な人材の参入促進に

取り組みます。　

■　土木分野
　１．建設業の活性化

　　新規学卒者の県内就職促進については、児童生徒と保護者へのアプローチとして、出前授
業でデジタル化が進む建設業のPRを充実させるとともに、女性活躍に向けた魅力発信や建設
ディレクターの導入支援などに取り組みます。

　　また、ICT活用による生産性の向上については、建設現場のデジタル化をさらに加速する
ため、県内建設事業者のICT活用の習熟度に応じたモデル工事を設定し、有効性や課題を検
証します。このことにより、生産性の向上を図るとともに、若者にとって魅力ある現場環境
の創出を目指します。

　２．高知新港の振興

　　高知新港の利活用の促進に向けて、物流面ではベースカーゴの安定確保や新たな外航コン
テナ航路の誘致を図ることに加え、さらなる利便性の強化に向けて内航航路の誘致に取り組
みます。観光面では、寄港地観光メニューの充実や他県港湾と連携した多様なクルーズの誘
致により、西日本太平洋側における国際クルーズ拠点を目指します。
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